
【韓国―経済】

韓国企業52社、５年で米に1.4兆円投資
　文在寅（ムン・ジェイン）大統領の訪米に同行した韓
国企業52社は６月28日、向こう５年間で計128億米ド
ル（約１兆4,400億円）を米国に投資すると表明した。
トランプ政権が求める対米投資を拡大し、経済的な結び
つきを強める考えだ。

　サムスン電子は、３億8,000万米ドルを投じて、米サ
ウスカロライナ州に洗濯機などを生産する家電工場を
新設すると発表した。米建設機械大手キャタピラーの工
場を買収し改修する。2018年初めの生産ライン稼働を目
指す。テキサス州の半導体工場にも2020年までに15億

ドルを投資する予定だ。
　ＬＧ電子は、テネシー州で洗濯機工場を新設する計画
を発表している。投資額は２億5,000万米ドル。３億米
ドルを投じて、ニュージャージー州に新社屋を建設す
る。高級家電ブランド「シグニチャー」シリーズで売り
上げ拡大を狙う。
　ＳＫグループは、米ゼネラル・エレクトリック（Ｇ
Ｅ）、米石油開発大手コンチネンタル・リソーシズと、
シェールガスの開発・生産で協力する。５年間で最大44
億米ドルと投入する。
　投資だけでなく輸入も強化する。ＳＫは20年からは
米国産液化天然ガス（ＬＮＧ）、液化石油ガス（ＬＰＧ）
の輸入も始める。韓進グループは23年までに米ボーイ
ングから50機の航空機を導入する。
　28日には、米商工会議所で「米韓ビジネスサミット」
が開催され、文氏をはじめ大企業の幹部が出席した。各
企業の計画は、これまで推進してきた投資案件で、文氏
の訪米に合わせる格好で発表された。
　文氏は「米国との関係は最も重要だ。両国の経済同盟
を新たに切り開くことを期待する」と強調。文氏は帰国
後に財界首脳らと会合を開き、経済政策などを共有する
考えだ。
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欧州商工会議所会長、「韓国市場は魅力的」
　近くて遠い国̶̶。日本人はしばしば韓国をこのよう
に表現する。隣国といえども、国が違えば商習慣も違
う。韓国でのビジネスに日々戸惑いを感じる日系ビジネ
スマンも少なくない。欧州企業はどうか。在韓欧州商工
会議所（ＥＣＣＫ）のクリストフ・ハイダー会長は欧州
企業の韓国での苦労を認めつつも、「困難を乗り越えて
も余りある魅力的な市場」だと話した。

　̶̶ＥＣＣＫについて説明を。　
　欧州企業を中心
に約 330社が加盟
している。主に通商
問題を扱っており、
韓国政府と欧州委
員会との間をつな
ぐ役割を担う。ソウ
ルに進出した日本
企業などで構成す
るソウルジャパン
クラブ（ＳＪＣ）と
同じような組織と

考えてもらっていい。誤解されることが多いが、欧州連
合（ＥＵ）の出先機関ではない。韓国国内の組織であ
り、私はフルタイムのスタッフとして勤務している。

　̶̶韓国は規制が多く、法的環境も変わりやすい。

　ＥＣＣＫは、企業から見た韓国の事業環境上などの問
題点や改善に向けた要望をとりまとめて韓国政府に伝
えたり、政府やソウル市や釜山市の投資環境に関する諮
問委員会にも出席して、問題点などを話し合ったりして
いる。この点もＳＪＣと同じだ。

　̶̶韓国に対する欧州の認識はどの程度か。

　メディアによる露出は極めて低い。報道される内容
も、北朝鮮情勢とそれに関する政治的なイシューが中心
だ。つまり、韓国の日常についてはあまり報道されな
い。韓国の魅力的なビジネス環境があまり認識されてい
ないのは残念だ。
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　̶̶韓国製品に対する認識は。

　現実と認識のギャップが大きい。品質面で韓国製品は
随分と向上した。例えば、私が見るところ、韓国車とド
イツ車・フランス車は性能に大きな違いがあると思わな
い。それにもかかわらず、昔のイメージを依然として持
ち続けている人が多い。

　̶̶韓国でのビジネスにはどのような苦労があるか。

　韓国で成功している欧州企業は多い。独ＢＭＷにとっ
て韓国はアジアで最大の市場だ。販売台数で日本や中国
を上回る。しかし関係者は、韓国でのビジネスの難しさ
も口にする。
　１つには、商習慣の違いがある。欧州には、韓国で見
られるような接待の文化がない。さらに、欧州は所有と
経営の分離が一般的だが、韓国は財閥を中心にオーナー
経営者が多い。コーポレートガバナンス（企業統治）や
コンプライアンス（法令順守）の基準も違う。韓国企業
に対して「欧州基準に合わせるべき」とみている欧州企
業も少なくない。

　̶̶それでも韓国は欧州企業にとって需要な進出先
か。

　欧州から見れば、韓国の経済成長は魅力的に映るのは

間違いない。国内総生産（ＧＤＰ）の伸び率が２％台な
らば、欧州では祝賀ムードだ。人口も5,000万人だ。中
国や日本と比べると少ないが、欧州の主要国と比べても
見劣りしない。
　高い技術力を持つ韓国は、第４次産業革命といわれる
製造業革新運動「インダストリー4.0」を迎える上で貴
重なビジネスパートナーにもなりうる。韓国の魅力をど
んどん発信する上で、ＥＣＣＫの役割は重要だ。（聞き
手=坂部哲生）

＜プロフィル＞

クリストフ・ハイダー（Christoph Heider)

在韓欧州商工会議所会長。ドイツ生まれ。ブラウンシ
ュヴァイク工科大学とマンハイム大学で経済学を修
める。テュービンゲン大学と同志社大学で日本語を専
攻した。97年から2005年まで、医薬・製薬大手のバ
イエルの日本法人に勤務。05～10年は、ドイツのバ
イエルＡＧ本社でアジア太平洋リージョンの会計を
担当。10～13年は同社韓国法人の最高財務責任者を
務め、13年から現職。
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非主力事業を売却、「選択と集中」のＬＧ
　韓国のＬＧ電子がテレビのセットトップボックス（Ｓ
ＴＢ）事業を仏映像機器大手のテクニカラーに売却し
た。非主力事業を整理して、家電やスマートフォン、自
動車用電子部品など重点事業に集中する戦略のようだ。
　ＳＴＢ事業の売却価格は5,000万米ドル（約56億円）
水準。テレビ放送がアナログからデジタルに転換し、テ
レビの受信装置であるＳＴＢ事業は一時、テレビ競争力
にも影響を与えたことからＬＧのほかサムスン電子も
行ってきた。だが、総合家電企業の事業ポートフォリオ
としては重要度が相対的に大きくなく、市場規模が縮小
傾向にあることから売却に踏み切ったようだ。

　ＬＧグループは今年に入り非主力事業の売却を進め
ている。年初にはＬＧが保有していた半導体用ウエハー
製造のＬＧシルトロン株式51％をＳＫに売却。３月には
ＬＧディスプレーが保有するテレビ部品会社のニュー
オプティックスの株式を全て売却した。ＬＧが系列会社
や事業の売却を行うのは14年ぶり。
　今後は家電や電装部品に重点を置くとみられている。
家電部門と電装部門は製品の拡大とエコカー出荷量の
増加などにより、４～６月（期）には業績改善が予想さ
れている。
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４～６月期の成長率、１％割れの見通しに
　韓国企画財政省と韓国銀行によると、韓国の今年４～
６月期の成長率が１％を割る見通しとなった。１～３月
期は建設投資や設備投資、輸出が好調で1.1％となった
が、消費と生産の低迷が足かせとなり成長率はふたたび
１％未満に下落した。２日付聯合ニュースが伝えた。
　統計庁がまとめた５月の産業活動動向では、産業生産

指数は前月比0.3％減少。消費を示す小売販売指数は
0.9％減少した。輸出は好調を維持し、通関ベースで６
月は昨年同月比13.7％増の514億米ドル（５兆7,770億
円）と月間では過去２番目に多くなった。上期も昨年同
期比15.8％増となった。
　財界では年間の成長率について３％の達成は困難と
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